北東アジア地域自治体連合第５回防災分科委員会議長総括

　２００７年２月１４日、日本国･兵庫県において、北東アジア地域自治体連合の会員である中国・日本・韓国・モンゴル・ロシアの１５の自治体及び同連合事務局から防災担当課長級職員など３０人が集い、第５回防災分科委員会を開催した。

　

　今回の分科委員会では、兵庫県による防災講習及び各自治体による先導事例発表のほか、広域的な防災協力の枠組みの構築に関する討議が行われた。
　兵庫県による防災講習では、高齢化の進む大都市直下型としては人類初と言われる阪神・淡路大震災の復旧･復興で得られた教訓に基づく知見を共有するため、兵庫県の防災体制の説明が行われた。
　先導事例の発表では、釜山広域市からは、自然災害や人為的災害だけではなく、鳥インフルエンザなど新たな危機にも対処できる都市安全網の構築を目的に、IT技術を取り入れたリアルタイムの対応が可能な総合的なシステムをめざす｢釜山ユビキタス　防災システム｣に関する発表が行われた。

　京畿道からは、災難安全本部や２４時間対応の状況管理システムの概要説明が行われたほか、集中豪雨による河川の水位上昇がもたらす甚大な被害に対処する災難管理システムの構築事例、及び被害に対する補助金制度に関する発表が行われた。
　ハバロフスク地方からは、同地方における洪水被害の危険性を概観し、過去の洪水における人的･経済的被害を踏まえ、水位の観測・氷の滞留箇所の除去、住民への警報システムや防災訓練などのソフト的な対策と、水防ダムや護岸建設といった土木工学的な対策に関する発表が行われた。
　寧夏回族自治区からは、災害の多発地域という地勢と、多くの犠牲者を出した過去の災害の状況を踏まえ、地震救援ボランティア制度の整備、災害用物資の備蓄システムの構築、迅速な初動体制のためのマニュアル作成、及び被災者の生活援助と医療救助の体制づくりなど、同自治区の防災事業の目標に関する発表が行われた。
　最後に兵庫県から、北東アジア地域において国境を超えた広域防災協力の枠組みをつくり、その普及・実践を図るとともに、将来的に、防災対策の世界標準化を進める取り組みを展開することが提案され、山東省で開催予定の第６回実務委員会において本提案を発表･討議し、北東アジア地域自治体連合の総意として合意の形成を目指すこととなった。
